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安全で適切な医療提供の確保を推進するため、検体検査の精度の確保、特定機能病院におけるガバナンス体制の強化、医療に
関する広告規制の見直し、持分なし医療法人への移行計画認定制度の延長等の措置を講ずる。

１．検体検査の精度の確保（医療法、臨床検査技師等に関する法律）
ゲノム医療の実用化に向けた遺伝子関連検査の精度の確保等に取り組む必要があるため、以下を実施

(1) 医療機関、 衛生検査所等の医療機関が検体検査業務を委託する者の精度管理の基準の明確化

(2) 医療技術の進歩に合わせて検体検査の分類を柔軟に見直すため、検査の分類を厚生労働省令で定めることを規定

２．特定機能病院におけるガバナンス体制の強化（医療法）
特定機能病院における医療安全に関する重大事案が発生したことを踏まえ、特定機能病院が医療の高度の安全を確保

する必要があることを明記するとともに、病院の管理運営の重要事項を合議体の決議に基づき行うことや、開設者による管
理者権限の明確化、管理者の選任方法の透明化、監査委員会の設置などの措置を講ずることを義務付け

３．医療に関する広告規制の見直し（医療法）
美容医療サービスに関する消費者トラブルの相談件数の増加等を踏まえ、医療機関のウェブサイト等を適正化するため、

虚偽又は誇大等の不適切な内容を禁止

４．持分なし医療法人への移行計画認定制度の延長（良質な医療を提供する体制の確立を図るた
めの医療法等の一部を改正する法律）

持分あり医療法人から持分なし医療法人への移行促進及び法人経営の透明化等のため、（1）移行計画の認定要件を見
直した上で、（2）認定を受けられる期間を平成32年９月30日まで３年間延長

※ 出資者に係る相続税の猶予・免除、持分あり医療法人が持分なし医療法人に移行する際に生ずる贈与税の非課税
を措置

５．その他
(1) 医療法人と同様に、都道府県知事等が医療機関の開設者の事務所にも立入検査を行う権限等を創設
(2) 助産師に対し、妊産婦の異常の対応医療機関等に関する説明等を義務化

医療法等の一部を改正する法律の概要医療法等の一部を改正する法律の概要

※公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行（ただし、１については公布の日から起算
して１年６月 を超えない範囲内において政令で定める日、 ４(１) ・５ (2) については平成29年10月１日、４(2)については公
布の日） １



【現行規制】

限定的に認められた事項（医師名、診
療科名、提供される医療の内容等）以外
は、広告禁止
虚偽広告に対して罰則が課される（直接
罰）。
誇大広告等に対しては、中止・是正の命
令等ができ、当該命令違反に対する罰
則が課される（間接罰）。
ただし、医療機関のウェブサイトについ
ては原則、広告として取り扱っていない。

【 美容医療サービスに係るホームページ及び事前説明・同意に関する建議】

（消費者委員会 平成27年７月）

１．医療機関のホームページを医療法上の「広告」に含めて規制の対象とすること。

２．（１が行うことができない場合）少なくとも医療法に基づき禁止している虚偽広告や誇大広告等に
ついては、医療機関のホームページについても禁止すること。

「医療情報の提供内容等に関する検討会」において４回にわたり議論（平成２８年３月～９月）

【新たな規制】

医療法を改正し、医療機関のウェブサイト
等についても、虚偽・誇大等の不適切な表
示を禁止し、中止・是正命令及び罰則を課
すことができるよう措置する。ただし、患者
が知りたい情報（自由診療等）が得られなく
なるとの懸念等を踏まえ、広告等可能事項
の限定を解除できる場合を設ける。（次ペー
ジ参照）

美容医療サービスに関する消費者トラブルの相談件数が増加

医療に関する広告規制の見直し医療に関する広告規制の見直し

２



広告その他の表示【法律上「広告」と定義】
（折り込み広告、TVCM、看板、

ウェブサイト等）

虚偽禁止
（直接罰）

誇大等の禁止について
基準の設定

虚偽・誇大等のおそれがある際の
報告徴収・立入検査

基準違反への
中止・是正命令

（間接罰）

※１ 比較広告、誇大広告、客観的事実であることを証明できない内容の広告、公序良俗に反する内容の広告を禁止

※２ 患者による医療に関する適切な選択が阻害されるおそれが少ない場合は、省令で限定列挙規制の例外とするこ
とができる。詳細については、医療関係者、消費者代表等を含む検討会においてご議論いただく予定（一定の条件を
満たすウェブサイト等を想定）。

【現行】 【見直し後】
医療法上の
広告規制

（折り込み広告、TVCM、
看板等）

その他
（ウェブサイト等）

虚偽禁止
（直接罰）

対象外
ホームページ
ガイドラインに

基づく行政指導
（罰則等なし）

誇大等の禁止
について

基準の設定※１

虚偽・誇大等の
おそれがある際の

報告徴収・立入検査

基準違反への
中止・是正命令

（間接罰）

広告可能事項を
限定

医療に関する広告規制の見直し医療に関する広告規制の見直し

広告等可能事項
を限定 （折り込み広
告、TVCM、看板等）

一部限定を
解除※２

３


